

































































































































































































































































































































































































































































































































































そして、Bと C、Cと D、Dと Eの間の業務委託
契約を偽装請負と認定したうえで、被告人が Bの
指揮命令を受けて業務に従事する者であったことか
8）	 前掲注6）5頁。
9）	「ある情報が秘密として管理されているといえるためには，当該情報がその開示を受けた者等が秘密であると認識しうる程度に管理
されていることが必要である」（大阪高判平成20年7月18日　裁判所HP）。
10）	本件では秘密管理性は充たされないという見解を論じたものとして、帖佐隆「判例評釈」久留米77号（2017年）206頁。
11）	前掲注3）206頁。
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ら、労働者派遣法2条2号にいう派遣労働者に当た
り、当時はまだ未施行の同法40条の 6第1項1号の
類推適用により、被告人と B間に直接雇用契約が
成立したものとみなし、同法24条の 4により、業
務上取り扱ったことについて得た秘密を他に漏らし
てはならない義務を負うとしている。そして、被告
人が Bに対して秘密遵守の同意書を提出していた
ことが、被告人と Bとの間の秘密保持契約として
有効なものだとして、Bに対する秘密保持義務を認
定している。他方で、Aに対する秘密保持義務は
認めなかった。
本判決は、被告人と Bとの間の直接の秘密保持
義務を認めていることから、Bと C、Cと D、Dと
Eの間の業務委託契約が公序良俗に反し無効である
としても、被告人の秘密保持義務違反の結論を左右
しないという点では、よく組み立てられたものであ
るといえるが、当時未施行の労働者派遣法40条の
6第1項1号を類推適用するという点で、少し技巧
的過ぎると言わざるを得ない 12）。原審が、各会社
間の業務委託契約に秘密保持義務の条項があること
を背景に、被告人と Bとの間だけでなく被告人と
Aとの間の秘密保持義務を認めていることは、少
し安易であると考えられるが、本判決のような技巧
的な理由付けを用いなくても、少なくとも被告人と
Bとの間については、被告人が Bに対して秘密遵
守の同意書を提出していることから秘密保持義務を
素直に認める理由付けが有り得たのではないだろう
か。
4　量刑
不正競争防止法21条1項違反の罪に対しては、
10年以下の懲役もしくは 2000万円以下の罰金、又
はその併科が規定されている（平成27年改正によ
り罰金が 1000万円以下から 2000万円以下に引き上
げられた。本件に適用されるのは平成27年改正前
の同法21条1項。平成27年改正の趣旨は、昨今の
情報通信技術の高度化等の社会状況の変化を背景と
して営業秘密侵害の危険性が高まっていること、近
年、大型の営業秘密漏えい事案が顕在化し、営業秘
密侵害による損害額も高騰する傾向にあることなど
の状況を踏まえ、より実効的な刑事罰による抑止と
民事的救済を実現するためということである 13））。
原審は、被告人を懲役3年6月及び罰金300万円
に処し、本判決は、原判決を量刑不当により破棄し、
懲役2年6月（実刑）及び罰金300万円に処している。
果たして、この量刑は適切といえるだろうか。
不正競争防止法違反の他の著名な刑事事件として
は、東芝と提携関係にあった SanDisk の元社員が
東芝から技術情報を盗み出し、それを手土産に韓国
SK‌Hynix に役員待遇で転職した東芝データ流出事
件において、平成27年9月4日に東京高裁が一審の
東京地裁判決を支持し、被告人は、懲役5年、罰金
300万円に処されている。東芝データ流出事件にお
いては、民事訴訟において、韓国 SK‌Hynix が東芝
に対して約330億円を支払うことで和解が成立して
いる。
本件において流出した情報は、約3000万件にも
のぼる大量の顧客情報であり、前述のとおり、社会
にも大きな影響を与えた事件である。Aは、顧客
へのお詫びとして一人あたり 500円の金券を配布
し、約200億円の損害が生じている。
社会的な影響と損害額だけをみれば、本件と東芝
データ流出事件においてそこまで大きな差があると
は考えられない。しかし、東芝データ流出事件にお
いては懲役が 5年であるのに対し、本件はその半分
の懲役2年6月である。このような差が出たのは、
流出した情報が、東芝データ流出事件においては、
フラッシュメモリに関する技術情報であるのに対
し、本件は、数こそ多いものの顧客に関する氏名、
住所、電話番号、性別、生年月日などという単純な
12）	本判決の判断に疑問を呈する見解を論じたものとして、前掲注7）159頁、前掲注10）195頁。
13）	前掲注3）22頁。
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情報に過ぎないという点にあると考えられる。すな
わち、企業の商品開発に関する技術情報は、企業の
積極的かつ大きな投資や年月を必要とするのに対
し、顧客情報は、情報の蓄積に過ぎず、不正競争防
止法1条の事業者間の公正な競争の確保という目的
に照らせば、顧客情報よりも技術情報の要保護性が
高いのである。したがって、不正競争防止法違反の
量刑において、東芝データ流出事件と本件を比較し
た場合に、後者の量刑が前者より軽くなるのは必然
である。そして、本件においては、企業側の秘密漏
洩対策に不備があったことも、競争原理の中での自
己管理原則に照らせば、被害者側の落ち度として、
量刑で考慮するのも当然の帰結といえる。そして、
本件は、前述のとおり、大規模な情報流出で社会に
大きな影響を与えた事件であり、その意味で実刑判
決となったことについても首肯できる。結局、本件
は、東芝データ流出事件や他の執行猶予が付いた営
業秘密侵害事件 14）と比較して、侵害された情報自体
の企業活動に対する価値、社会的影響などを考慮す
ると、適度な量刑であったといえるのではないだろ
うか 15）。いずれにせよ、不正競争防止法違反（営
業秘密侵害）の刑事裁判例は、まだ蓄積が少ない上
に、法改正による厳罰化の流れがあることから、今
後量刑についても流動的であるといえるだろう。
14）	名古屋地判平成26年8月20日、横浜地判平成28年1月29日など。
15）	本件が過大な処罰であるとする見解を論じるものとして、前掲注7）160頁、本件は無罪であるとする見解を論じるものとして、前
掲注10）185頁。
